香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付要綱	Comment by C08-2166: Q＆Aで別に定める
「利子補給金」という名称を使うことは問題ないが、県例規集においては、金融機関への助成のみでしか使われていないため、補助金とした。

(趣旨)
第１条　香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金（以下「補助金」という。）の交付については、香川県補助金等交付規則（平成15年香川県規則第28号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

[bookmark: main][bookmark: j1][bookmark: j1_k1](交付の目的)
第２条　県は、県内の製造業に係る中小企業者の経営基盤の強化や新分野進出などの積極的な事業展開の促進を図ることを目的として、県内中小企業者が行う設備投資のための事業資金借入金に対する利子補給補助を行うため、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。

(定義)
第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）　県内中小企業者　　県内に本社又は事業所を有する中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定する者をいう。
（２）　製造業　　統計法（平成19年法律第53号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類に掲げる大分類Ｅ―製造業に属する事業所をいう。
（３）　工場　　物の製造又は加工の用に供する施設をいう。
（４）　試験研究施設　　技術革新の進展に即応した高度な工業技術を開発し、又は当該工業技術を製品の開発若しくは生産に利用するための試験又は研究の用に供する施設をいう。
（５）　倉庫　　製品、商品、原材料その他の物品を搬入し、又は搬出する目的で、当該物品の包装、荷役又は保管を行うための施設をいう。
（６）　機械及び装置　　工場、試験研究施設又は倉庫において物の製造若しくは加工又は工業技術の開発等のために直接的に使用される機械及び装置であって、地方税法（昭和25年法律第226号）第341条第４号に規定する償却資産をいう。
（７）　設備投資　次に掲げるもので、香川県の地域内において行うものをいう。ただし、国、地方公共団体、国若しくは地方公共団体が50％以上出資する団体又は独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人等から補助金の交付その他の助成を受けて行うものは除く。
イ　製造業のための工場又は試験研究施設及びこれらに付随する倉庫又は事務所の新築若しくは増改築又は取得（土地及び住居の用途に供する部分を除く。以下「新築等」という。）。
ロ　製造業のための機械及び装置の取得（工場又は試験研究施設と同一時期に一体的に整備する場合は、工場又は試験研究施設の新築等に含む。）。
（８）　金融機関　次に掲げるものをいう。
イ　銀行法(昭和56年法律第59号)第２条第１項に規定する金融機関
ロ　信用金庫法（昭和26年法律第238号）に規定する信用金庫及び信用金庫連合会
ハ　中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）第３条第２号に規定する信用協同組合及び同法第９条の９第１項第２号の事業を行う協同組合連合会
ニ　株式会社日本政策金融公庫法（平成19年法律第57号）に規定する株式会社日本政策金融公庫
ホ　株式会社商工組合中央金庫法（平成19年法律第74号）に規定する株式会社商工組合中央金庫
[bookmark: j4_k1_g2]ヘ　株式会社日本政策投資銀行法（平成19年法律第85号）に規定する株式会社日本政策投資銀行
ト　農林中央金庫法（平成13年法律第93号）に規定する農林中央金庫
チ　農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第10条第１項第２号の事業を行う農業協同組合又は農業協同組合連合会
リ　水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）第11条第１項第３号の事業を行う漁業協同組合又は同法第87条第１項第３号の事業を行う漁業協同組合連合会
（９）　事業継続計画（以下「BCP」という。）　自然災害などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための手法、手段などを取り決めておく計画をいう。
（10）　BCP策定期限　第８条の確認後、２回目に到来する第９条第１項に規定する交付申請兼実績報告書の提出期限をいう。
（11）　香川県中小企業BCP優良取組事業所　香川県中小企業BCP優良取組事業所認定制度実施要綱第３条の認定を受けた事業所をいう。

[bookmark: j2][bookmark: j2_k1](補助金交付対象者)
第４条　この要綱による補助金の交付の対象となる者は、次の各号の要件の全てに該当する者とする。
[bookmark: j2_k1_g1]（１）　県内中小企業者であること（第９条第１項の申請を行う時点において、県内中小企業者以外の者であって、事業を営む場合を含む。）。
[bookmark: j2_k1_g3]（２）　製造業を営んでいること。
（３）　県税を完納していること。ただし、第７条第１項の申請を行う時点において、県税の賦課がない場合はこの限りでない。
（４）　BCP策定期限までにBCPを策定していること。

[bookmark: j3][bookmark: j3_k1](補助金対象利子等)
第５条　補助金の対象となる利子（以下「補助金対象利子」という。）は、一の設備投資に対して、金融機関から証書貸付により1,000万円以上の融資を受けた借入金（以下「補助金対象借入金」という。）に係る利子のうち、補助金対象借入金に係る融資が実行された日から起算して７年以内に支払われたものとする。ただし、国、地方公共団体、国若しくは地方公共団体が50％以上出資する団体又は独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人等から利子に対して直接助成を受けた又は受けることとなるものは除く。
２　前項の補助金対象利子は、延滞利息、保証料及び手数料等を含まない。
３　補助金対象借入金は、平成34年３月31日までに県内中小企業者と金融機関の間において金銭消費貸借契約が締結され、かつ、これに基づく融資が実行されたものとする。ただし、つなぎとして行う融資に係るものは除く。

(補助金の補助率等)
第６条　補助金の補助率は、１月１日から12月31日までの間（以下「算定期間」という。）ごとに支払われた補助金対象利子について、年利率１パーセント以下の部分に相当する額の10／10とする。
２　前項の補助金の計算式は次のとおりとする。
（１）　年利率が１パーセント以下の場合　
補助金対象利子の支払額
（２）　年利率が１パーセントを超える場合　
補助金対象利子の支払額×（１パーセント／年利率）
３　一の設備投資についての補助金の限度額は、算定期間ごとに100万円を限度とする。ただし、算定期間が12か月に満たないときは、補助金対象利子が支払われた月数を12か月で除したものに100万円を乗じた額を上限とする。
４　前項の規定にかかわらず、平成28年３月31日までの間に第８条の規定による通知を受けた者の、一の設備投資についての補助金の限度額は、算定期間ごとに200万円を限度とする。ただし、算定期間が12か月に満たないときは、補助金対象利子が支払われた月数を12か月で除したものに200万円を乗じた額を上限とする。
５　第３項の規定にかかわらず、平成31年４月１日から平成34年３月31日までに第８条の規定による通知を受け、かつ、香川県中小企業BCP優良取組認定事業所（第10条の規定による通知時において認定有効期間内である場合に限る。）である者の、一の設備投資についての補助金の限度額は、算定期間ごとに200万円を限度とする。ただし、算定期間が12か月に満たないときは、補助金対象利子が支払われた月数を12か月で除したものに200万円を乗じた額を上限とする。

[bookmark: j8][bookmark: j8_k1][bookmark: j5][bookmark: j5_k1][bookmark: j7][bookmark: j7_k1][bookmark: j9][bookmark: j9_k1](補助金交付対象者確認申請)
第７条　補助金の交付を受けようとする者は、第４条及び第５条に該当することの確認を受けるため、所定の書類を添えて、補助金交付対象者確認申請書（様式第１号）を知事に提出しなければならない。
２　前項の確認申請書の提出は、平成34年３月31日までに行わなければならない。	Comment by C08-2166: 25.3.31における確認申請時に添付書類が揃わない場合は、書類の補正で対応することをもって可とする。

[bookmark: j9_k1_g3][bookmark: j10][bookmark: j10_k1](補助金交付対象者の確認)
第８条　知事は、前条の規定により補助金交付対象者確認申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、適正と認められるときは補助金交付対象者確認書（様式第２号）により本人に通知するものとする。

(交付申請及び実績報告)
第９条　前条の規定による補助金交付対象者確認書の通知を受けた者（以下「確認者」という。）は、算定期間における補助金対象利子について補助金の交付を受けようとするときは、交付申請兼実績報告書（様式第３号）に、金融機関が発行する支払利子証明書（様式第５号）（発行にあたって支払利子証明依頼書（様式第４号）により確認者が金融機関に依頼することとする。）その他所定の書類を添えて、毎年度、当該算定期間の翌年の２月末日までに知事に提出しなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、前条の規定による確認の日の属する年前の各算定期間における補助金対象利子について補助金の交付を受けようとする場合において、交付申請兼実績報告書が前項の提出期限までに提出できないと知事が特別に認めるときは、確認後最初の交付申請兼実績報告書の提出時に限り、当該各算定期間における補助金対象利子を含めて交付申請兼実績報告書を知事に提出できるものとする。
[bookmark: j10_k1_g1][bookmark: j10_k1_g2]３　算定期間内に、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、その事由が生じた日の属する算定期間の初日以後支払われた利子は、補助金対象利子としないものとする。ただし、知事が特別な事情があると認める場合はこの限りでない。
（１）　補助金対象借入金の償還に延滞が生じた場合
（２）　補助金対象借入金に係る設備投資により整備した施設等を滅失し、譲渡し、交換し又は貸与した場合
（３）　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154条）に基づく更正手続開始の申立て、破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立て及び特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平成11年法律第158条）に基づく特定調停手続開始の申立てをした場合
４　確認者（平成31年３月31日以前に第８条の確認を受けた者を除く。）がBCP策定期限までにBCPを策定していない場合は、当該期限に係る算定期間の初日以後に支払われた利子は、補助金対象利子としないものとする。

[bookmark: j11][bookmark: j11_k1](補助金の交付決定及び額の確定)
第10条　知事は、前条の規定により交付申請兼実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めるときには、交付の決定及び交付すべき補助金の額の確定を行い、交付決定及び額の確定通知書（様式第６号）により確認者に通知するものとする。

(補助金の請求)
第11条　交付決定及び額の確定の通知を受けた確認者（以下「補助金受給者」という。）は、知事が指定する日までに、請求書（様式第７号）を知事に提出しなければならない。

(補助金の支払)	Comment by C08-2166: 交付決定の取消は県補助金規定の申請の内容違反で読む。申請には「確認を受けたもの」との記載があるため確認申請の内容も含まれると解する。
第12条　知事は、前条の請求書を受理した日から30日以内に、補助金受給者に補助金を支払うものとする。

(変更の届出)
第13条　確認者は、次の各号のいずれかに該当したときは、速やかに、知事に変更届出書（様式第８号）を提出しなければならない。
（１）　住所又は名称の変更があったとき	Comment by C08-2166: 合併もありうる
（２）　金銭消費貸借契約の内容を変更したとき
（３）　補助金対象借入金を繰上償還したとき
（４）　補助金交付対象者確認申請書の設備投資の内容に変更があったとき
（５）　その他知事が必要と認めるとき

(報告検査)
第14条　補助金受給者は、設備投資に係る減価償却資産の資産計上が反映されるべき決算の決算年度終了後６か月以内に、県による検査を受けなければならない。
２　知事は、前項のほか、必要があると認める場合は、補助金受給者に対して報告を求め、又はその職員をして、設備投資に係る場所等へ立ち入り、帳簿、書類その他の物件を調査し、若しくは関係者に質問することができる。
３　前項の規定により立入検査又は質問をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者に掲示しなければならない。

[bookmark: j13][bookmark: j13_k1][bookmark: j13_k1_g1][bookmark: j14][bookmark: j14_k1](端数計算)
第15条　補助金に１円未満の端数が生じるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。

(委任)
第16条　この要綱の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。
[bookmark: f1]
附　則
１　この要綱は、平成23年４月１日から施行する。
２　平成23年度において交付する補助金についての第６条第１項に規定する算定期間の適用は、「１月１日から12月31日までの間」とあるのは「４月１日から12月31日までの間」と読み替える。

[bookmark: f1_j0_k2][bookmark: y1]附　則
１　この要綱は、平成24年３月30日から施行する。

附　則
１　この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

附　則
１　この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

附　則
１　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。
２　この要綱の施行の日前に改正前の要綱第８条の規定による確認の通知の対象となった設備投資については、なお従前の例による。

附　則
１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。



[bookmark: y2]様式第１号(第７条関係)

香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付対象者確認申請書

　　年　　月　　日
香川県知事　　殿
（申請者）住　　所　
名　　称
代 表 者　　　　　　　　　　　　　　

香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付要綱第７条の規定に基づき、利子補給補助金交付対象者の確認を受けたいので下記のとおり申請書を提出します。

記

１　会社概要
	資本金
	　　　　　　　　　　　　　円
	従業者数
	　　　　　　　　　　　　人

	主な業種
	・　　　　　　　　　　　　　（売上割合　　　　％）
・　　　　　　　　　　　　　（売上割合　　　　％）
・　　　　　　　　　　　　　（売上割合　　　　％）



２　借入金の内容について
（一の設備投資に対して複数の金融機関からの借入がある場合は、追加してください。）
	区分
	内容

	借入先金融機関名
	

	金銭消費貸借契約締結日
	　　　年　　　月　　　日

	融資実行日
	　　　年　　　月　　　日

	借入金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	年利率※
	　　　年　　　　　　　　％

	償還方法
	元金均等返済　　・　　元利均等返済

	返済回数
	　　　　　　　　　　　　　回

	第１回利息支払予定年月日
	　　　年　　　月　　　日

	借入期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日


※　年利率には保証料率は含みません。




３　設備投資について
（１）設備投資の設置場所
	設置場所（住所等）
	設置場所の具体的な業務

	
	



（２）設備投資の内容
	No.
	設備投資の内容
	金額（円）
	補助金対象
設備投資

	
	
	
	□

	
	
	
	□

	
	
	
	□

	
	
	
	□

	
	
	
	□

	
	
	
	□

	
	
	
	□


※「補助金対象設備投資」欄には、補助対象となるものに、レ点を記入してください。
※住居部分がある場合は、延べ床面積で按分してください。
※別紙可

（３）（２）の設備投資理由、今後の活用方法
	No.
	設備投資理由
	今後の活用方法

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※別紙可





４　資金計画について
	科目
	金額
	備考

	総事業費
	　　　　　　　　　　　円
	

	うち補助金対象設備投資額
	　　　　　　　　　　　円
	

	自己資金
	　　　　　　　　　　　円
	

	借入金
	　　　　　　　　　　　円
	（借入先）

	助成金（予定を含む）
	　　　　　　　　　　　円
	（助成元）

	その他
	　　　　　　　　　　　円
	



５　BCPの策定状況について
（１）□　策定済である。
（２）□　未策定である。　※　いずれかにレ点を記入してください。

６　添付書類
（１）　定款
（２）　法人履歴事項全部証明書
（３）　直近１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費、製造原価報告書等）
（４）　設備投資に係る売買契約又は請負契約等の写し
（５）　納品・引渡しを確認できる書類の写し
（６）　領収証等設備投資に対する支払いが確認できる書類の写し
（７）　補助金対象借入金に係る設備投資により整備した施設等の写真
（８）　金銭消費貸借契約書の写し
（９）　金融機関で発行する返済予定表の写し
（10）　直近１か月以内に発行された県税の納税証明書（入札参加資格審査等申請用（全税目））
（11）　誓約書（別紙）
（12）　BCPの写し（上記５（１）にレ点を記入した場合のみ。ただし、既に別の設備投資に係る本補助金の手続又は香川県中小企業BCP優良取組事業所認定制度においてBCPの写しを県に提出している場合は添付不要）

（担当者）
部　　　署：　　　　　　　　　　　　役職・氏名：
電　　　話：　　　　　　　　　　　　Ｆ　Ａ　Ｘ:
e-mail:



別紙
　　年　　月　　日


香川県知事　　殿

住　所　
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　



誓　　約　　書



私は、香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付対象者確認申請書を提出するにあたり、下記のとおり誓約いたします。


１　補助金対象利子に係る設備投資により整備した施設等に対して、国、地方公共団体、国若しくは地方公共団体が50％以上出資する団体又は独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人等から補助金の交付その他の助成を受けておらず、また、今後も受けないこと。

２　補助金対象利子に対して、国、地方公共団体、国若しくは地方公共団体が50％以上出資する団体又は独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人等から直接助成を受けておらず、また、今後も受けないこと。

３　BCPが未策定の場合は、BCP策定期限（補助金交付対象者の確認後、２回目に到来する交付申請兼実績報告書の提出期限）までにBCPを策定すること。


以上


様式第２号(第８条関係)
第　　　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　様
香川県知事　　　　　　　　

香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付対象者確認書

　　年　　月　　日付けの上記確認申請については、香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付要綱第８条の規定により下記のとおり確認したので通知します。

記
１　補助金対象となる借入金
	区分
	内容

	借入先金融機関名
	

	金銭消費貸借契約締結日
	　　　　　　　年　　　　月　　　日

	融資実行日
	　　　　　　　年　　　　月　　　日

	借入金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



２　補助金対象借入金額　　　　　　　　　　　　　　　円

３　補助金対象設備投資
	設置場所（住所等）
	設置場所の具体的な業務

	
	



	No.
	設備投資の内容
	金額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	



４　BCPの策定状況　（１）□　策定済　　　（２）□　未策定
　※　BCP策定期限（本確認後、２回目に到来する交付申請兼実績報告書の提出期限）までにBCPを策定していない場合は、２回目以降の交付申請兼実績報告書を提出することができなくなります。

様式第３号(第９条関係)

　　年度香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付申請兼実績報告書

年　　　月　　　日
香川県知事　殿
（申請者）住　所
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付対象者の確認を受けたものについて、香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付要綱第９条の規定に基づき交付申請兼実績報告書を提出します。

記

１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


２　補助金算定期間　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


３　実績報告及び補助金交付申請額の計算
別紙のとおり


※　添付資料
・様式第５号による金融機関で発行する支払利子証明書
・直近１か月以内に発行された県税の納税証明書（入札参加資格審査等申請用（全税目））
・直近の決算書の写し

※　BCP策定期限（補助金交付対象者の確認後、２回目に到来する交付申請兼実績報告書の提出期限）までにBCPを策定していない場合は、２回目以降の交付申請兼実績報告書を提出することができない。

（別紙）
１　実績報告
	①補助金対象借入金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	②借入金額
	　　　　　　　　　　　　　円


（１円未満切捨て）
	No.
	金融機関名
	③支払利子額
	④補助金対象利子支払額
［③×（①／②）］
	⑤年利率

	
	
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円
	　　　％

	
	
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円
	　　　％

	
	
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円
	　　　％

	
	
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円
	　　　％


※ 補助金対象利子支払額は、年利率が算定期間内に複数ある場合、その同率年利率において支払われた利子の合計額を記入してください。
◎補助金交付の上限額表
補助金対象利子支払月数　　　　月
支払月数
上限額
（確認書日付　　　　年　月　日）

H28.4.1以降
H28.3.31以前
１
83,333円
166,666円
２
166,666円
333,333円
３
250,000円
500,000円
４
333,333円
666,666円
５
416,666円
833,333円
６
500,000円
1,000,000円
７
583,333円
1,166,666円
８
666,666円
1,333,333円
９
750,000円
1,500,000円
10
833,333円
1,666,666円
11
916,666円
1,833,333円
12
1,000,000円
2,000,000円


２　補助金交付申請額計算
　　　　（１円未満切捨て）
	No.
	④×（１％／⑤）

	
	　　　　　　　　　円

	
	　　　　　　　　　円

	
	　　　　　　　　　円

	
	　　　　　　　　　円

	合計
	                  円


※ ⑤が１％を超えない場合は、
⑤を１％とする。




● 算定期間内の合計額と算定期間内の支払月数に応じた上限額（補助金交付対象者確認書の文書日付により適用上限額が異なる※）とどちらか低い方を補助金交付申請額とする。
ただし、香川県中小企業BCP優良取組事業所（補助金交付対象者確認書の文書日付がH31.4.1以降である場合に限る。）については、H28.3.31以前の欄の上限額を適用する。

	補助金交付申請額
	　　　　　　　　　　　円



記入欄が不足する場合は、適宜、追加してください。
様式第４号(第９条関係)

　　　　年度香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金に係る支払利子証明依頼書

年　　　月　　　日

（金融機関名）　御中

住　所
名　称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　


私が、（金融機関名）からの下記借入金に対する　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの間の支払利子合計額を証明願います。


記

◎　対象借入科目・取引番号（融資番号）	Comment by C08-2166: 銀行によって違うので説明会時に照会
	借入科目
	取引番号（融資番号）等

	例）証書貸付
	




証明書希望通数　　　　１　通


※金融機関に対する手数料が必要となる場合があります。


様式第５号(第９条関係)

　　　　年度香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金に係る支払利子証明書

住　所
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　様

支払利子合計額　　　　　　　　　　　　　円

上記支払利子合計額の　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの詳細
	
	元金償還額
	支払利子額
	合計
	利率

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	月　　日
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％

	合計
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　％



上記のとおり、相違ないことを証明いたします。
　年　　月　　日

	住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	金融機関・支店名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	責任者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	所属部署　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



様式第６号(第10条関係)
第　　　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　様


香川県知事　　　　印　　　


　　　年度香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付決定及び額の確定通知書


　　　　年　　月　　日付けで申請のあった　　　　年度香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付申請兼実績報告書については、審査の結果、適当と認められるので、香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付要綱第10条の規定により、交付決定をし補助金の額の確定をしたので、下記のとおり通知します。


記


１　　　　　年度香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金の交付対象の内容は、　　　　年　　月　　日付けをもって申請のあったとおりとする。


２　補助金の額は、金　　　　　　　　　　　円とする。

３　交付の条件
　　　補助金受給者は、香川県補助金等交付規則（平成15年香川県規則第28号）第５条の２各号のいずれにも該当しないこと。



様式第７号（第11条関係）
請　　求　　書
（アラビア数字で記載し、頭書に￥の記号を付し、訂正しないでください。）
	請求金額
	\
	百

	十

	万

	千

	百

	十

	円



ただし、　　　　年度香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金
上記の金額を請求します。
　　年　　　月　　　日

[bookmark: _GoBack]香川県知事　　　　殿

住　　所
債権者　
（フリガナ）
氏　　名

	支払の
方　法
	口　座
振替払∨

	銀行　　　　　　　　　　　　　　（支）店

	
	
	預金
種目
	当座

	普通

	口座
番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)
口座
名義
	



１　預金口座のある金融機関の店舗名、口座番号及び口座名義を記載してください。なお、預金種目欄にあっては、該当する預金種目の□の箇所に∨印を付してください。
２　請求者と受領者が委任により異なる場合は、受領権限についての委任状を添付してください。
３　下記表に記入頂いた場合、請求書の押印は不要です。

	担当者及び責任者
	役職
	
	氏名
	

	連絡先ＴＥＬ
	





様式第８号(第13条関係)

香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付対象者変更届出書

年　　　月　　　日
香川県知事　殿
住　所
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付対象者の確認を受けた内容を次のとおり変更したので、香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付要綱第13条の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。

記
１　変更内容
	変更事項
	変更前
	変更後

	

	
	

	

	
	




２　変更理由



※添付書類
・住所又は名称に変更があったときは、定款及び法人履歴事項全部証明書
・金銭消費貸借契約の内容を変更したときは、変更契約証書等の写し
・補助金対象借入金を繰上償還したときは、それがわかるもの
・補助金交付対象者確認申請書の設備投資の内容に変更があったときは、その内容がわかるもの
・その他変更の内容を証する書類



